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株主総会の電子化の潮流

　近年、新型コロナウィルスの蔓延や、近年のデジタル・トラ
ンスフォーメーションの進展を受けて、株主総会を電子化す
る企業が増えている。株主総会の電子化は、新型コロナウィル
スの蔓延時のようなパンデミックへの備えという点があるほ
か、印刷や郵送によるコストの軽減など株主総会の事務局の
負担の軽減という利点もある。現時点では株主総会の電子化
を進めているのは大企業が中心であるが、中小企業にとって
も株主総会の電子化には多くのメリットがあると考えられる。
また中小企業の経営者が、株主として電子化された総会に参
加する機会もあろう。
　他方で、株主総会の電子化には、セキュリティの観点から考
慮すべき多くのポイントが存在する。
　そこで今回から、中小企業の株主総会の電子化とセキュリ
ティについて考えてみることにしたい。

中小企業の株主総会

　以前から株式会社であった場合や、会社法の改正以降に設
立された株式会社の場合は、中小企業であっても会社法や会
社法施行規則の規定に従って株主総会を開かなければなら
ない。
　一方、株主が一人だけといういわゆる一人会社の場合は、
株主総会の手続を簡略化できる。また合同会社（出資者と経
営者が同一である会社形態）には株主がいないので、株主総
会を開く必要はない。
　なお従来は中小企業では有限会社の形態をとるところが
多かったが、2006年の改正会社法の施行により、有限会社を
新設することはできなくなった。
　法改正の前に設立された有限会社は、株式会社ではあるが
有限会社に関する規定を受ける「特例有限会社」として存続
可能ではある。しかしこの場合は、社員総会が株主総会とみ
なされる。

株主総会の電子化の種類

　株主総会の電子化という場合、一般的には次の3種類の制
度が存在する。
・バーチャルオンリー株主総会
　2014年に施行された産業競争力強化法によって導入さ
れた制度で、会社法の特例として、バーチャルオンリー株主
総会（場所の定めのない株主総会）制度が創設された。会
社法では、株主総会を招集する場合には、株主総会の「場

所」を定めなければならないとしている。その際、「場所」と
は、株主が質問し説明を聴く機会を確保するために物理的
に入場することができる場所でなければならないと解釈さ
れている。本制度は、会社法の特例として、経済産業大臣及
び法務大臣の「確認」を受けることにより物理的な「場所」を
定めずにオンラインだけで株主総会を開催することを可能
とするものである。ただし、本制度は上場会社においてのみ
利用可能である。
・株主総会資料の電子提供措置　
　　株主総会資料の電子提供措置とは、株式会社が株主総
会の資料をインターネット上（ホームページなど）で提供す
ることをいう。2019年12月に成立した改正会社法では、株
主総会資料の電子提供を上場会社の義務としており、
2023年3月に開催される株主総会から適用されることと
なった。
　　会社は、「株主総会参考書類等」をインターネット上
（ホームページなど）に掲載し、当該ホームページのアドレ
ス等を株主総会の招集通知に記載して株主に通知した場
合には、株主に対して株主総会資料を提供したものとする、
という制度である。株主総会資料の電子提供措置の導入に
際しては、株主の個別の承諾を得ることは不要とされてい
る。
・電子投票制度
　　株主が議決権を行使する場合、直接株主総会に出席し
て議決権を行使する方法のほかに、書面投票制度が設けら
れていた。株主は、交付された議決権行使書面に記載し、株
主総会の日の直前の営業時間の終了時までに会社にそれ
を提出することによって、議決権を行使することができると
いうものである。
　　電子投票制度は、電磁的方法により議決権を行使するも
のであり、会社の設置するホームページにアクセスし、議案
の賛否を入力することにより電子投票を行う方法が一般的
である。従来は電子投票制度は主として機関投資家により
利用されていたが、最近は個人投資家による利用も増えて
いる。

　今回は株主総会の電子化の概要について解説した。次回
は株主総会の電子化の際に留意するべきセキュリティについ
て取り上げる。
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株主総会の電子化とセキュリティ（1）
第27回

　オフィスの一角で、社員Aと社員Bが昼休みに話をしてい
た。
社員A:「最近、仕事をしていてどこか不安なんだ。オーナー
社長が経営目的を明確にしてくれないから、何を目指して
仕事をすればいいのか分からなくて」
社員B:「確かに。目的が見えないと、ただ毎日の業務をこな
すだけになってしまう。目的に基づいた目標があれば、具体
的に何をすべきかわかるし、もっと効率的な仕事ができるよ
ね」
A:「うん。まあ今でも目標はあるけど、一方的で根拠が提示
されていないから今一つ納得感がないな」
B：「そもそも社長は経営課題が何かわかっているのかな？」

2．目的の明確化

　経営者は日々多くの仕事に追われています。しかし、目の前
の業務に集中しすぎると、企業の本質的な経営課題を導き出
すことはできません。企業が成功するためには、まず事業の目
的を明確に設定することが重要です。
　目的設定にあたり、企業の存在意義（ミッション）や将来のあ
るべき姿（ビジョン）を示しながら、全従業員が理解し共感でき
るものにするのが良いでしょう。例えば製造業では、「品質の向
上を通じて顧客満足度No.1の製品を提供する」などが挙げら
れます。目的を明確にすることで、すべての経営活動に一貫性
と方向性が生まれます。

3．目標の設定から経営課題の抽出まで

①目標の設定
　目的を達成するために、具体的かつ測定可能な目標を設定
することが重要です。中長期目標は3～5年の期間で設定し、短
期目標は年次のスパンで設定します。目標の例としては、年間
売上高の増加、顧客満足度の向上、新市場への進出などがあり
ます。
②現実の把握
　次に、現実の状況を正確に把握することが必要です。これは、
部門別・商品別の売上データや利益率などの財務データ、顧客
アンケートなどにより把握します。できる限り主観性を除いた客
観的なデータであることが望ましいです。現実のデータを正確

に把握することで、あるべき姿(目標)との差異を明確にできま
す。現実の把握が不十分だと、効果的な戦略を立てることがで
きません。
③差異分析により経営課題を抽出
　現実の状況を把握したら、目標との差異を明確にします。こ
の差異は企業の課題や問題点を示しており、これを分析するこ
とで企業の経営課題を導き出すことが可能です。
　例えば、売上高が目標に達していない場合、その商品別・エ
リア別・季節別などによる目標との差異分析を行い、原因を究
明します。差異に至った原因がわかれば、注力すべき経営課題
を明確化できます。

4．アクションプランの立案

　経営課題が明確化したら、その解決策を日々の行動に落とし
込むアクションプランを立案しましょう。
　アクションプランは、短期的かつ実行可能なものであるべき
です。各部門や担当者が具体的に何をすべきかを明確にし、期
限を設定します。例えば、新製品の開発、ITツールの導入、作業
工程の削減、人材育成プログラムの導入などです。実行可能な
プランを立てることで、目標達成に向けた道筋が明確になりま
す。
　筆者の会社では、5ケ年計画を策定し、営業・人事・DX戦略に
基づく中長期・短期目標を従業員と共有しています。従業員に
は半期ごとに個人目標を「目標管理シート」に記入してもらい、
会社や上長の目標との整合性を確保するための面談も行いま
す。これにより、従業員が会社全体の目標に沿ったアクションプ
ランに主体的に取り組むことができます。

5．まとめ

　経営の成功は、明確な目的の設定とそれに基づく具体的な
目標設定から始まります。現実の状況を正確に把握し、目標と
現実の差異を認識することで課題を明確化し、効果的なアク
ションプランを立てることができます。なお、その進捗を定期的
に評価・見直すことも欠かせません。
　社員が目的を理解し、目標を持って仕事に取り組むことで、
企業全体が一丸となって進むべき方向に進むことができれば、
大きな経営課題があってもきっと乗り切ることができるでしょ
う。
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税理士・中小企業診断士・ITコーディネータ
代表を務める「税理士法人ハガックス」は
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